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河川の生態環境をめぐる日独比較法研究
鎌 野 邦 樹
Ⅰ はじめに
1 . 水環境をめ ぐる今日の状況
近年 ､ 河川等 の水環境に対する市民の 関心が高ま っ て い る｡ そ の 関心 の あり方は ､ 飲み 水の
｢源泉+ と して の河川 ･ 地下水の 水質保全 ､ 自然生態系の 重要な部分 と して の河川等の 水環境
の保全 ･ 再生､ 親水空間と して の河川環境の利用 ･ 活用な ど様々 で ある｡ こ の ようなこ と から ､
河川等 の管理 にお いて従来の 給水や利水中心 か らの 転換が迫 られて い るo 社会にお ける こ の よ
うな水環境に対する認識を背景に ､ 近年 ､ わが国では ､ 河川法の 改正が行われた (平成9 年 -
199 7年)0
同法 の改正 に前後 して ､ 行政･(国､ 自治体) にお ける河川等の 水域の 管理 (改修を含む) の
方法も近年は 自然生態環境に配慮す るようにな っ てきて い る (｢多自然型河川づく り+ 等)｡ 例
えば ､ 千葉県内の若干の例 を挙げると ､ 松戸市では ､ 国分川の 治水 工事 (獅子舞橋 ･ 賓明橋間
の 1. 2キ ロ) に あた っ て多自然型の 河川に復元す る改修が進められて お り (朝日新聞1 997年11
月3 0日朝刊 (千葉版))､ また ､ 野 田市で は ､ 同市舟形に ある利根川沿い の 小 さな沼に生息する
貴重な トン ボの 生態系を守るため同市が地権者か ら同沼を借り上 げて 保全する事業がすす めら
れて い ると報 じられて い る (朝日新 聞1 998年 3月1 2日朝刊 ( 千葉版))｡ しか し､ 他方 で は ､ 河
川等の 水域の 生態環境を被壊ない し､ これに重大な影響を与えかねない 巨大公 共事業も進 めら
れ (長良川河 口堰建設事業､ 諌早湾干拓事業等)､ また､ 計画が検討されて い る (吉野川河口堰
建設事業等)0
本稿は ､ これ らの 具体的事業に つ い て直接に考察の対奉とするもの で はない ｡ 導入の 意味で
次に 千葉県内で計画されて い る河動堰改修事業を具体例 と して掲げるが ､ こ の ような事例 を念
頭 にお い て ､ 本稿では ､ わが国の 河川の 管理 にお いて 生態環境 - の配慮が法制度上 どの ように
位置づ けられて い るか を､ ドイ ツ の法制度と比較 しつ つ 検討する ｡ ドイ ツ と の比較を試み るの
は ､ ドイツ の 法制度が こ の点 に関 し世界で最も先進的なもの の ひとつ で あるか らで ある｡ ドイ
ツ の 法制度と して は ､ 水管理法 wass erha ushaltsges etz (19 96. 11改正 法) 及び連邦 自然保護法
GesetztiberNaturs chutz u nd Lands cha卑pflege(1998. 9改正 法) を取り上げるc
【注記】 ドイツ で の 水域管理 にお ける生態環境の位置づ けに 関して は ､ 拙稿 ｢研究ノ ー ト : ド
イ ツ水環境法と生態環境+ 千葉大学法学論集15巻 1号 (近刊) におい て ､ 本稿を敷節 して より
詳細に考察した｡ したが っ て ､ ドイ ツ 法に関する部分に つ い て は ､ 本稿は ､ 同稀の ス ケ ッ チ で
あり ､ 同稿と重複す る箇所が 多々 ある｡
2 . 江戸川可動堰改修計画を素材と して
次真に掲げた記事 によると､ 20 01年に着工が予定されて い る江戸川可動堰の 改修 (新可動堰
の 建設) が なされ ると ､ 上流 の気水域に生息する絶滅危倶種 ヒ ヌ マ イトトン ボの生息域で ある
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ヨ シ原に悪影響 を及ぼす と共 に ､ 下流の 放水路 (海水域) の 泥干潟 に生息する トビ ハ ゼ (絶滅
の 恐れの ある地域個体群) や三番瀬の 生態系に悪影響を及ぼす恐れ がある と いう｡
それでは ､ わ が 国の 法制度に お い て は ､ こ の ような河川改修事業にあた っ て生態環境 - の配
慮は どの ような形 で法規定が定 め られ て い るの で あろうか ｡ 以下で は ､ まず ､ こ の 点に関連す
るわが国 の法制度を概観 し(Ⅱ)､ 次に ､ ドイ ツ の 法制度に つ いて 関連 の法規 を掲げるこ とに よ
つ て概観 し(Ⅲ), 最後 に ､ 若干 の 比較法的検討を行 いた い (Ⅳ)｡ なお ､ 以下にお い て ､ 適宜､
上記の 江戸川可動堰 の 改修計画 を引き合 い に出すが ､ これは ､ 説明の 便宜上 そ うする の で あ っ
て ､ 同計画 の個別具体の 事項 を述 べ るも の では ない (本稿は ､ 江戸川可動堰計画 の ケ ー ス ･ ス
タディ を目的とす るもの では な い)0
抱 記】 本稿で何度か引用する次 の 文献 に つ い て は下線部をも っ て略記す る｡
･ 建設省河川法研究会
･ 五十嵐敬 喜
『改正河川法 の解説 と これ か らの 河川行政』 ぎょうせ い ､ 19 97
｢河川法 と環境+ 法律時報69巻11号24- 30貢 ､ 19 97
･ 五十嵐敬 喜 ･ Jト川明雄
･南
『公共事業をどうす るか』 岩波新書､ 1 97
真二｢生態系保全 の 法制度の 導入 - 河川法 ･海岸法 を中心 と して - +環境法政策学会 『1 999
年度学術大会論文報告 要旨集』 65- 69貢
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Ⅱ 日本の 河川生態環境に 関する法制度
1 . 河川法に おける河川 管理と河川 環境整備
江戸川 可動堰 の 改修 (新可動堰の 建設) の ような河川 の管理に つ いて の基本法は ､ 河川法 で
あるo それ では ､ 河川 法は ､ どの ような手続に従 っ て ､ 江戸川可動堰 の改修計画の ような河川
管理に関す る計画 を定め て い るの か｡
‾ 級河川 (法4条) に つ い て は ､ 河川管理者で ある建設大臣が河川整備基本方針 (法16条)
に沿 っ て計画的 に河川 の 整備 を実施す べ き区間に つ い て 当該河川 の整備に 関する ｢河川整備計
画+ を定め る の で (法1 6条の 2)､ 江戸川 可動堰改修計画は ､ これ に基づ い て い る｡ では ､ こ の
計画策定 の過程に お い て ､ ｢上涜 の気水域に生息す る絶滅危倶種 ヒ ヌ マ イ トトン ボの生息域であ
る ヨ シ原 に悪影響を及ぼすと共 に ､ 下流 の放水路 (海水域) の 泥干潟に生息す る トビ ハ ゼ (絶
滅 の恐れ の ある地域個体群) や三番瀬の 生態系に悪影響を及ぼす恐れが ある+ とい っ た生態環
境との 関係 は どの ような形で制度上考えられ るの か o
(1) 河川管理 の 目的
まず､ 河川管理 の 目的 を定めた規定か ら見て いく ｡
第ュ条 (目的)
こ の 法律は ､ 河川 に つ い て ､ 洪水 ､ 高潮等に よる災害の発生が防止 され ､ 河川が適正 に
利用され ､ 流水 の 正常な機能が維持され ､ 及び河川環境の整備 と保全が され るようにこ れ
を総合的に管理す る こ とに より ､ 国土 の保全と開発 に寄与 し､ も っ て 公共の 安全を保持 し､
か つ ､ 公共 の福祉を増進する こ とを目的とす る｡
平成9年の 河川 法の 改正 に よ り ｢河川環境の整備 と保全+ が 追加 され ､ わずか だが河川 法に
懐 境の 保全+ と いう文言が入 っ た (こ の 点 の説明に つ い七は ､ 建設省26- 29頁)ム た だ し､ 実
際の河川管理 にお いて は 同法 の 改正前か ら既 に通達 に基づ い て ｢多自然型川づく り+ とい う事
業が 実施されて いた (南66頁等)0
(2) 河川の改修
河川法は ､ 河川 の 改修ら羊関 して は ､ 1 3条で河川管理施設等の 構造の基準 を簡単に定め る の み
で ､ それ自体の 基本的な理念や手法は特 に定め て い ない (こ の 点 に関 し､ 南6 6頁)0
それ で は ､ 先の 江戸川 可動堰改修事業の ような河川改修に よ っ て生態環境に影響が生ず る可
能性が ある場合にお い て ､ 河川法は ､ ｢生態環境の保全+ とい っ た観点を どの ような形で取り込
む仕組みとなっ て い るか ｡ 同法16粂及 び1 6条の 2が 関連す る規定で ある ｡
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第16条 (河川整備基本方針)
河川管 理者は ､ そ の 管理す る河川 に つ い て ､ 計画高水流量そ の他当該河川の河川工事
及び河川 の維持(次条にお いて ｢河川の整備+ と いう｡) に つ い て の 基本となる べ き方針
に関する事項 (以下｢河川整備基本方針+ というo) を定めておか なければならない o
2 河川整備基本方針 は ､ 水害発生の 状況､ 水資源 の利用の現況及び開発並び に河川環境
の 状況を考慮 し､ か つ ､ 国土総合開発計画 との 調整 を図っ て ､ 政令で 定め ると こ ろに よ
り ､ 水系 ごとに ､ そ の 水系に係 る河川の 総合的管理が確保できる ように定められなけれ
ばならない ｡
3 建設大臣は ､ 河川整備基本方針を定め ようとす るときは ､ あらか じめ ､ 河川審議会 の
意見を聴 かなければならない ｡
4 都道府県知事は ､ 河川整備基本方針を定め ようとす る場合にお いて ､ 当該都道府県知
事が統括する都道府県に都道府県河川審議会が置かれて い るときは ､ あらか じめ ､ 当該
都道府県河川審議会の意見を聴か なければならない o
5, 河川管理者は ､ 河川整備基本方針 を定めた ときは ､ 遅滞なく ､ これを公表 しなければ
ならない ｡
6 前三項 の規定は ､ 河川整備基本方針 の変更に つ い て準用する｡
第1 6条の 2 (河川整備計画)
河川管理者は ､ 河川整備基本方針に沿 っ て計画的に河川の 整備を実施す べ き区間につ い
て ､ 当該河川 の整備に関す る計画 (以下 ｢河川整備計画+ とい う｡) を定め て お かなけれ
ばならない ｡
2 河川整備計画は ､ 河川整備基本方針 に即 し､ 政令で定め ると こ ろに より当該河川 の 総
合的な管理が確保できる ように 定められなければならない ｡ こ の 場合にお い て ､ 河川管
理者は ､ 降雨量 ､ 地形 ､ 地質そ の他の 事情に より しばしば洪水 による 災害が発生 して い
る区域に つ き､ 災害の発生を防止 し､ 又 は災害を軽減す るために必 要な措置を講ずる よ
うに特に配慮 しなければならな い ｡
3 河川管理者は ､ 河川整備計画の案 を作成しようとする場合におい て必要が あると認 め
るときは ､ 河川に関 し学識経験を有す る者の意見を聴か なければならない ｡
4 河川管理者 は ､ 前項に規定す る場合にお い て必要が あると認め るときは ､ 公聴会の 開
催等関係住民の意見を反映するために必要な措置を講 じなければならない ｡
5 河川管理者 は ､ 河川整備計画 を定めようとす るときは ､ あらか じめ ､ 政令で 定めると
こ ろに より､ 関係都道府県知事又 は関係市町村長 の意見を聴 かなければならない ｡
6 河川管理者は ､ 河川整備計画 を定 めたときは ､ 遅滞なく ､ これを公表 しなければなら
ない ｡
7 第三項から前項まで の 規定は ､ 河川整備計画 の変更につ いて 準用す る｡
以上の16条及び16条の 2 に従 っ た 手続 教 法改正前の 制度 (旧制度)と比較しつ つ フ ロ ー チ ャ ー
トで示すと次頁の ようになる (建設省33真の 囲をそ の まま掲載した)｡
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以上 で明らかなように ､ 法律上 ､ 河川 改修 にお ける r生態環境の保坐+ - の 配慮如何は ､ -
般的 ･ 理念的には河川管理者 の策定す る河川整備基本方針 (16条)
で は河川管理者 の策定す る河川整備計画に委ね られる こ とに なる｡
規範は ､ 河川法 1条で い う ｢河川環境 の整備と保全+ の み で ある｡
の 策定に つ い て は河川審議会等の 意見を通 じて ｢生態環境 の保全+
に ､ 個別 ･ 具俸の 改修 工事
これらを基本的に拘束する
も っ とも河川整備基本方針
の 方針が強く打ち出され る
可能性 は否定できない ｡ しか し､ こ れを後押 しをす る法規範は用意されてい ない (後述の ドイ
ツ の 立法 と比較された い)0
河川整備計画の策定にお ける ｢生態環境の保全+(例 えば江戸川可動堰改修工事 にお い ては ヒ
ヌ マ イ トトン ボが 生息する ヨ シ原 の保全) へ の考慮に つ い ても同様で ある ｡ さらに こ こで は ｢必
要な場合+ にの み 学識経験者 の意見聴取や公聴会の 開催が義務づ けられて い るに過 ぎない o 法
の運用上は ､ 具体的に生態環境の保全が問題 となる場面では ､ ｢必要な場合+ と して (まさに こ
の ような場合を想定して同文言が あるもの と解される)､ 学識経験者の 意見聴取や公聴会の 開催
が 実施されようが ､ こ こ でも学識経験者や住民の意見を後押 しす るような法規範 ( ある程度理
念的な規範であ っ てもよい) は存在 して い ない ｡
2 . 自然保護法制 における河川生態環境の保全
(1) 環境影響評価法
江戸川可動堰の 改修事業の ような大規模事業に つ い て は ､ 環境に大きな影響を及ぼすた めに
環境 ア セ ス メ ン ト (影響評価) を実施することが今日で は法的に義務づ けられて い る｡ すなわ
ち､ 次 の ように規定する｡ 江戸川可動堰の 改修事業も本条の適用が ある｡
第2条 (定義)
こ の 法律にお い て ｢環境影響評価+ とは ､ 事業 (特定の 目的にた めに行われ る 一 連の
土地の 形状の 変更 (これと併せ て行う しゆ んせ つ を含む ｡)並びに 工作物 の新設及び増改
築をい う｡ 以下同 じ｡) の 実施が環境に及ぼす影響 (当該事業の 実施後の 土地又は 工作物
にお いて行われ るこ とが 予定され る事業活動そ の 他の 人め活動が当該事業の 目的に含ま
れる場合には ､ これらの 活動 に伴 っ て生ず る影響を含む ｡ 以下単に｢環境影響+とい う｡)
につ い て環境の 構成要素に係 る項目ごとに調査 ､ 予測及び評価を行うとともに ､ これら
を行う過程にお い て そ の 事業に係 る環境の保全の た め の措置を検討 し､ こ の 措置が講 じ
られた場合 における環境影響を総合的に評価す る こと をいう｡
2 こ の法律にお い て ｢第 一 種事業+ とは ､ 次に掲げる要件を満た して い る事業で あっ て ､
規模 (形状が変更され る部分の 土地の 面積､ 新設 される工作物 の大きさそ の他 の数値で
表われる事業の 規模をい う｡ 次項 にお い て 同 じ｡) が大きく ､ 環境影響の 程度が著 しいも
の となるおそれがあるものと して政令で定め るもの をい う｡
(略)
河川法 (昭和39年法律第 167号) 第3 条第1項に規定する河川に関するダム の新築､
堰 の新築及び改築の 事業 (略) 並びに 同法第8条の 河川工事の 事業で ダム新築等事業で
ない もの (以下､ 略)
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現行の アセ ス メ ン ト法 上 ､ 同可動堰 の改修 (建設) 計画が生態環境 - の影響の 見地か ら中止
ない し根本的修正がなされ る こ と はありう るの か ､ また ､ ありうると した場合 にそ の 可能性 は
実際上 どの 程度 で あろう かo 同法 の構造か ら考察して み ようo 同法 の 手続上の 流れは ､ まず ､
①事業者 が ､ ア セ ス メ ン トの方法 の案 (方法書) を提示 し､ 国民､ 及 び ､ 市町村長 ･ 都道府県
知事 の意見を勘案した 上で アセ ス メ ン トの 方法を決定 して ア セ ス メ ン トを実施 し(5条 - 13条)､
次 に ､ ②ア セ ス メ ン トの結果 の案 (準備書) を作成 して 国民 ､ 及び ､ 市町村長 ･ 都道府 県知事
の 意見を勘案 した 上で (14条 - 2 0条)､ ア セ ス メ ン トの結果を修正 ･ 確定す る (評価乱 21条 -
2 7条)o そ して ､ 最終的に ､ ③ア セ ス メ ン トの 結果 を事業 に反 映させ る (2 8条 - 30条)｡ こ こ に
お い て は ､ 対象事業を中止す る こ とも法律上予定されて い る (30条1項 1号)｡ しか し､ 上記 の
手続 に従 っ て環境アセ ス メ ン トを実施 した結果 に よ っ て ､ 国 の行う対象事業を国が 中止す るか
又 は根本的修正 をする こ とは ､ そ の過程 で環境等関す る重大な事実が明らか にな っ た場合以外
は ､ 実際上 ほとん どない で あろうo それは ､ 次 の 理由に よ るo 第 一 に ､ ア セ ス メ ン トに よ っ て
簡単に中止 されて しまう ような事業 は立案されない で あろう し (こ の 場合 には立案をした こ と
自体の 責任が問われる)､ 立案した以上は (い ろ い ろな意見も聞 い た上で) 実施に移 したい とい
うの が行政たる事業者 の 当然の 理 で あろ う｡ 第二 に ､ 第 一 の こ とを前提 と した場合に ､ ア セ ス
メ ン トを行う の が事業者自身 で あるとい う現行 の制度の もとでは(こ の 点に 関する批判と して ､
例えば､ 五十嵐29貢)､ ①及 び②の 手続 に よ っ ては ､ 小さな修 正 は可能と して も､ 事業そ のもの
にブ レ ー キ(ない し根本的修正) をか ける こ と は ､ 事業者自身 に よる譲歩以外 に期待 できない ｡
こ の ようにわが環境アセ ス メ ン トは ､ 有用 な制度である こ とは否定できない が ､ 現行法上 こ の
ような限界も認識す る必要が ある｡
(2) 環境基本法
上で見たように ､ 環境影響評価法等 の 事業実施の 手続に関す る法に よ っ て は生態環境の 保全
を効果的に はか る こ とは 必 ずしも容易 では ない と したならば ､ 環境保全を直接定め て い る実体
法によ っ て こ の こ とは可能となるか ｡ こ の ような法 としてわが 国で は環境基本法が ある ｡ そ の
関連規定 を見て み よう｡
環境基本法 第3 条 (環境の 恵沢の 享受と承継等)
環境の保全 は ､ 環境を健全で恵み豊か なも の と して維持す る ことが人間の健康で文化
的な生活に欠く こ とが で きな い もの で ある こ と及 び 生態系が微妙な均衡を保 つ こ と に
よ っ て成り立 っ てお り人類の存続の基盤で ある限りある環境が ､ 人 間の活動に よる環境
- の 負荷に よ っ て損なわれるお それ が生 じてきて い るこ とにか んが み､ 現在及び将来 の
世代 の 人間が 健全で恵 み豊か な環境の 恵沢を享受するとと もに人類 の存続の基盤で あ
る環境が将来 にわた っ て維持され る ように適切 に行 われなけれ ばならない ｡
本規定に よっ て理念的 に生態環境の保全 の必要性 は述 べ られ て い るが ､ こ の規定から直ちに
例 えば江戸川可動堰 の改修 (建設) 事業 に係 る生態環境保全とい っ たような個別事例に対 して
具体的措置が導かれるわけで はない ｡
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(3) 自然公園法 ､ 種の 保存法等
わが 国の 自然保護法制は ･､ 地域を指定 してそ の地域の 自然環境の保全 をはか る法制と､ 生物
種又 は そ の個体を指定 して それ を保全す る法制 とが ある o 自然公 園法や自然環境保全法は前者
で あり ､ 種の 保存法 ､ 狩猟法 ､ 文化財保護法等は基本的に後者で ある｡ 江戸川可動堰 の 改修 (逮
読) 事業に関 し同事業地域に つ い て は ､ 少なく ても国 レ ベ ル で は環境保全の ため の 地域指定は
なされて い ない ｡ い わゆる市民の ｢身近な自然+ の 地域で ある｡ また ､ 同地域に は ､ 幕境庁作
成の レ ッ ドデ ー タ ー プ ッ クで絶滅危倶種とされ た ヒ ヌ マ イ ト トン ボが生息するが ､ こ の ことに
より直ちに行政上 の措置が義務づ けられ るわけでは ない (当該生物種が種 の保存法に いう国内
希少野生動植物種で あ っ た り ､ 文化財保護法上の 天然記念物で あれば 一 定の 法的規制又 はそ の
保存に影響を及ぼす行為の法的規制がなされる 〔種の 保存法8条以下 ･ 35条 ･ 36条以下 ､ 文化財
保護法80条以下〕)｡ そ こで ､ これらの 自然保護に関する法令か らも江戸川可動堰の 改修 (建設)
事業に対 して生態環境の 保全が具体的に導かれ るわけで はない ｡
以上 にお い て ､ わが国の 法制度 を概観 してきた が ､ それで は ドイ ツ では どうな っ て い るの か o
次に ドイ ツ の 法規定を概観 しよう｡
Ⅲ ドイツの 水環境法と生態環境
1 . 水管理法の概要
ドイ ツ の水環境法 (水質保全 ･ 水環境保護法) の基本法ない し大綱法の 地位を占め るの が水
管理法である｡ 同法は ､ 利水や地水と い っ た面で水法の ､ 水質保全 ･ 水環境保護とい う面で水
環境法の ､ 根幹をなす｡ 1956年以前は ､ 水に関する規制は各州法に委ねられて い たが ､ 1 957年
の 本法の 制定に よ っ て連邦法 に よる規制が行われ るように なっ たo ただ し､ 本法は大綱 ･ 枠組
の み を定め ､ 細目は州 法に よ っ て定め られて い る｡ 各州法は本法に準拠 して独 自に規定を設 け
て い るが ､ そ の 内容は各州 ほぼ類似して い る｡ 1 957年制定以来､ 何度か改正 されて い るが ､
最近の 改正 は19 96年11月で ある (同法及 び改正法 の 日本語訳に つ い て按 ､ 大久保規子 ･ 季刊環
境研究10 5号12 0頁以下 ､ 同1 16号90頁以下が ある)o
水管理法の適用対象 は ､ 河川 ､ 湖沼､ 地下水 ､ 沿岸水域を含む (1条)Q 本法の特徴の うち注
目す べ き こ とと して ､ 次の 3点 を挙げる こ とができ る｡
①水管理 に当たり ､ 利水､ 治水 ､ 親水のす べ て わ た っ て ､ 水質保全 ･ 水環境保護が極めて重
視されて い る｡
②水管理 は ､ 回避可能な 一 切 の加害 (水質､ 水量の変化を含む) が生じない ように配慮す べ
きもの とされ る｡
③水利用は ､ 原則と して許可 (Erlaubnis) 又 は特許 (Be willigung) を要す るとされる o
2 . 水管理法に おける水環境保護に関する重要規定
前述 の ように ､ 水管理法は ､ 広く地表水及び地下水を対象と した治水 ､ 利水 ､ 親水 を目的と
する基本法ない し大綱法で あるが ､ 以下で は ､ 特に ､ 治水 ､ 利水と の 関連 で の自然生態環境に
係わ る主要な規定 (1a条､■31条) を掲げ､ 若干の 説明を加 えてお こう｡
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第 1 a条 (基本原則)
(1) 水域 (河川･ 湖沼等) Gew a ess erは ､ 自然生態系Natu rha u shalte sの構成要素と して ､ 及
び ､ 動植物 の 生息場所と して保全 しなけれ ばならない ｡ また ､ 水域 は ､ 公共の福祉及 び
公共の 福祉と調和 した個人の 利益に寄与 し､ か つ ､ 避ける こ との でき る生態的機能 - の
侵害が回避され る ように管理 されなけれ ばならない o
(2) 何人も､ 水域に影響を及 ぼすお それ の ある措置に あた っ て は ､ 水 の汚染そ の他水質
に対す る有害な変化 を予防し ､ 水収支の観点か ら要請され る水の 節約的利用を実現 し､
水収支 の能力を維持 し､ また､ 排水の 量及 び速度の 増大を回避す るため に ､ 状況に応 じ
て必要な配慮をす る義務を負う｡
(3) 土地所有権は ､ 次 の権利を含む もの で はな い o
l . こ の法律又 は州 の 水法に よ り許可又 は特許 を要す る水域利用
2 . 地域水域の 改修
本法の 1条は本法の 適用範囲を定めた規定で ある の で ､ 本条が本法全体 の 基本原則 ､ すなわ
ち ､ 河川 ･ 湖沼等の 国内の 水域を法 (ない しは 国家 ･ 行政) が どの ような根本理念の 下に管理
( 治水 ･ 利水 ･ 親水) す る かを定め る規定で ある o 本条 1項で は ､ まず第 一 に ､ 水域を､ 自然
生態系の 構成要素と して ､ 及び ､ 動植物 の生息場所 として ､ 保全 しなければならない と定め て
い る (第1文)｡ こ の 文言自体は ､ 理念規定で あり直接に は具体の 法的義務を生 じさせ ない が ､
い わば､ 人間 (国家､ 行政 ､ 企業 ､ 市民) が ､ 水管理に当た っ て ､ 自然生態環境の保全 を積極
的に義務付けられ る こ とを宣言 し (換言すれば ､ 自然生態環境の側に ｢自然の 権利+ を抽象的 ･
理念的に認め)､ こ の こ とを本法全体を貫く基本原則 と したも の で ある､ と理解され る｡ なお ､
こ の 文言は ､ 1 996年の 改正 の際に こ の ように改められた(詳細 に つ い て は ､ 前掲 ･ 拙稿〔近刊〕)0
本条1項では ､ 第二 に ､ 水域の管理 の 基本理念と し､ 公共 の 福祉及び個人の利益に適合する
こ とを挙げて い る ( 第2 文前段)o こ こ で注目す べ きは ､ 水域に 関 して は ､ 個人の利益も公共 の
福祉と調和す る限りで認 め られ る こ とを明言 して い るこ とで あり ､ 水域を公共財 として 強調 し
て い る点で ある ｡ そ して ､ 第三 に ､ 人間が 自然生態環境の構成要素で ある水域に影響 を与える
こ とは基本的に ｢侵 害+ Be eintra echtig unge n に当た る と認識 した 上 で ､ 避 ける こと がで きない
侵害は別と して ､ 避 ける こ とが できるも の は 中止 しなければな らない (第3 文前段)､ と規定 し
て い る｡ なお､ こ こでは ､ ｢避ける ことが できない侵害+ と ｢避 けるこ とができ る侵 害+ との 区
別の 基準が何か が解釈上問題 となりうる ｡
本条2項では ､ 人が水 を利用する にあた っ て は (治水 ､ 利水 ､ 親水を含む)､ ①水質を変化さ
せない た め ､ ②水 の節約的利用 を実現するため ､ ③水収支を維持す るため ､ ④排水の 量及 び速
度を増大させな い ため ､ 必要な配慮をす るこ とが義務付 けられ ると規定する｡ 右の③及 び④の
点に つ い て は ､ すなわち ｢水収支 の能力を維持 し､ また ､ 排水 の量及び速度の増大を回避す る
ため に+ の 文言は ､ 1 96年 の 改正に よらて追加 された . 自然生態環境の構成要素で ある水域を
できるだけ現況 の まま の形で保持す る こ とをい っ そ う徹底させ るために追加 されたもの と解さ
れ る｡
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第31条 (改修)
(1) 自然又 は近自然 の状態 に ある水域は ､ そ の 状態 の まま維持されなけれ ばならず､ 近
自然的に では なく改修 された 自然水域は ､ 公共 の福祉 に よ る重大な事由が ない場合に
は ､ 可能な限り ､ 再び近自然 の状態に戻さなければならない o こ の ような事由には ､ 例
えば､ 現況の 水力利用に お い て現に存して い る事由が あるo
(2) 水域又 はそ の河岸の 改修 ､ すなわち､ 造成､ 除去 ､ 本質的な改変には ､ 衆貴影響評
価法 の要求に対応する計画決定手続 の事前実施が必 要とされ る｡ 高水の涜下 に影響を及
ぼす堤防及び ダム の建設 は ､ 改修とみ なされ る｡ 本項第1文の 規定は ､ 水域につ い て 一
時的にの み 生 じ､ か つ ､ 水管理に重大な不利な変化 を及ぼさない場合には ､ 適用されな
い ｡
(3)及び(4) 略
(5) 改修 に際 して は ､ 自然の地形を保存 し､ 自然 の 流水の 状態の 本質的変更はなさず ､
自然域の 典型的な生活共同俸を保全 し､ か つ ､ 水域の 自然的若 しく は近自然的状態に対
し負荷と なるそ の 他の 重大な変更を回避 し､ 又 は ､ それが不 可能な場合には ､ 代償措置
を講 じなけれ ばならない ｡ そ の 手続にお い て は ､ 改修措置 の種類及び程度､ 並び に ､ 公
益上又 は他人の権利 - の 不利益を回避するた め の必要な処置を確定す ると共に ､ 損失 の
補償 を指示 しなければならない ｡ 計画決定又 は特許は ､ 特に ､ 重大で継続的､ か つ , 調
整不能な高水の危険 ､ 又 は ､ 特に河岸の 森における自然の地形の破壊の おそれが あると
き など改修に よ っ て公共 の福祉 が害され る場合に は認 め られない ｡
本条は ､ 水域 の改修に つ い て ､ まず第 一 には ､ 自然又 は近自然の状態を保持す る こ と ､ 及び
(近) 自然に戻す こ とが義務付けられ (1項)､ 第二 に ､ そ の 実施 に あたっ て は ､ 環境影響評価
法の 手続に服さなけれ ばならない と され (2項)､ また､ 自然生態環境に重大な負荷を与えるよ
うな改修は 公共の福祉に反す るもの と して認め られない と して い る (5項)｡ こ こ では ､ 1a条で
の基本原則 が水域の 改修に 関 して厳格に貫かれ規定されて い る｡
なお ､ 本条は ､ 1 996年11月 の 本法の 改正 の際に ､ 上記の ように ､ 水域にお ける自然生態環境
の保全をい っ そ う徹底させ る方向で書き改められた (詳細は ､ 前掲 ･ 拙稿)｡
3 . ドイツ自然保護法制の概要
ドイ ツ憲法は ､ ドイ ツ統 一 後 の19 94年に環境保護の規定を追加 した o す なわち ､ 第20a 条は ､
｢国は ､ 将来世代に対す る責任 を果たす とい う観点か らも､ 憲法に適合する秩序の枠内にお い
て立法を通 じて ､ また ､ 法律及び法の基準に基づき執行権及び裁判 を通 じて ､ 自然的生存基盤
を保護す る｡+ と規定 した｡ これは ､ ドイ ツが環境保護を積極的な国家目標 (環境国家) とす る
こ とを宣言すると共に ､ ｢将来世代に対す る責任+ お よび ｢自然的生存基盤の 保護+ と規定す る
こ とで ､ 環境保護を､ 現世代 の 人の 生命 ･ 健康の保護と い う観点か らの み捉 えるの では なく ､
世代 を越 えた 人及び生物の 生存基盤で ある自然生態系の保護という観点か ら捉えて い る｡
こ の ような国家目標および憲法の 下で ､ ドイツの 自然 (生態系) 保護の法制度は ､ 連邦法で
その 大綱 を定め ､ これに基づ い て州で独 自の 法律を設けて い る｡ 連邦法の うち最も重要で基本
法的位置を占める のが連邦自然保護法 (正式には ｢自然保護及び ラン トシャ フ ト保
■仝に関す る
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法律 Ges etz uberNatu rs chutz u nd Landscha軸nege+) で あるo 19 76年 に制定された が ､ 1 987年に
改正 させ ､ また ､ 1998年 9 月 に改正 された o そ の他 に ､ 自然保護に関連する連邦法と して は ､
森林法､ 動物保護法 ､ 植物保護法 ､ 狩猟注が ある｡ 以下では ､ 連邦自然保護法に つ いて ､ 水環
境保護 に関連す る主要な規定をみて いく こ とにす る(参考文献 に つ い て は ､ 前掲 ･拙稿 に提載)0
第1条 (自然保護及 び ラ ン トシ ャ フ ト保全 の 目的)
(1) 自然及 び ラ ン トシ ャ フ トは ､ 人間の 居住域及び非居住域にお いて ､
1 ･ 自然収支 [訳注 : 生態系 (以下同じ)] の 生産能力 ､
2 . 自然資源 の利用 可能性 ､
3 . 植物界及 び動物界並 びに
4 ･ 自然及び ラ ン トシ ャ フ トの 多様性 ､ 固有性及 び美 しさが , 人間の生存基盤と して ､
また自然及 び ラ ン トシ ャ フ トにお ける人間の保養活動 の前提と して ､ 持続的に確保 さ
れ るように ､ 保護され ､ 保全され ､ 発展 されなければならない ｡
(2) 第1項か ら生 じる要求 は ､ 相 互に ､ か つ ､ 自然及 びラ ン トシ ャ フ トに対する他 の 公
共的要求と､ 比較衡量されなければならない ｡
(3) (削除)
本条2項 では ､ 自然保護及び ラ ン トシ ャ フ ト保全の 要求は ､ 他 の 公共的要求と比較衡量 され
なければならない と規定 されて い るが ､ こ こ で は ､ 第 一 に ､ 他 の 公共的目的とは何 かが 問題と
なり ､ 第二 に ､ 両者 の 優劣 が問題 となりうる ｡
第 - の 点に つ い ては ､ そ の例と して ､ 交通 (道路･ 鉄道等)､ 都市施設 ､ 河川事業､ 農業 ､ 工
業等が 一 般に挙げられて い る｡
第二 の 両者 の優劣の 問題 に つ い て は ､ 一 般的な形で の優劣は なく ､ 個別の 事案ごと に公 共の
福祉の 観点か ら客観的に優劣が決 められ ると説かれて い る｡ ただ､ 本条で 両者の 比較衡量が義
務づけられ て い る こ とをも っ て ､ 直ちに ､ 自然保護及 びラ ン ト シ ャ フ ト保全 を劣位 に置く機会
が与えられたとい う こ とを意味するもの で は ない ｡
そ して ､ 自然保護及び ラ ン トシ ャ フ ト保全の 要求と他 の 公共的要求との 比較衡量に つ い て僻
怠が あっ た場合､ または ､ これ に つ い て十分に なされなか っ た場合 には ､ 自然嘩護及び ラ ン ト
シ ャ フ ト保全の 措置iこ つ い て ､ 噸庇があり ､ したが っ て ､ 取消 しが可能 となると説明されて い
る｡
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第2 条 (自然保護及び ラ ン トシ ャ フ ト保全の 原則)
(1) 自然保護及 び ラン トシ ャ フ ト保全の 目的は ､ 個々 の 場合にお い て ､ それ を実現す る
こと が必要 で あり ､ 可能で あり ､ か つ ､ 第 1条第2項に基づく全て の要求と の 比較衡量
下 にお い て も適切 である限りにお い て ､ 特に次に掲 げる原則を基準に して ､ 実現 されな
ければならない o
1 . 自然収支の 生産能力は ､ 維持 され ､ 改善されなければならない ｡ 悪影響は 中止 され る
か ､ 又 は代償 され なけれ ばな らない ｡
2 . - 5 . 略
6 . 水面は ､ 自然保護措置及 び ラン トシ ャ フ ト保全措置に よ っ て も､ 維持 され ､ 拡大され
なければならない ;河川 ･ 湖沼は ､ 汚染か ら保護されなけれ ばならない ;河川 ･ 湖沼の
自然的自己浄化能力は ､ 維持 され ､ 又 は回復されなければならない ;可能な限り ､ 河川
等の純 工学的改修 は回避 し､ 生物学的河川 工 事措置 に代 えなければならない o
7 . - 9 . 略
1 0. 野生 の動物 ､ 植物及びそ れらか ら成 る生物社会は ､ 自然収支の 一 部と して ､ 自然的 ､
歴史的に増して きた種多様性 に富むかた ちで ､ 保護されなければならない o それらの 生
息場所及び生息空間 (ビオ ト ー プ) 並びにそれ らの そ の他 の生存条件は ､ 保護され､ 保
全され ､ 発展 され ､ 復元 されなければならない ｡
ll. - 13. 略
(2) 州法によ り ､ [前項 に掲 げた原則に] 追加 して原則を設ける こと ができる｡
(3) 自然保護措置及び ラン トシ ャ フ ト保全措置にお い て ､ 文化 ラ ン トシ ャフ ト及び保養
ラ ン トシ ャ フ トの 保存上 ､ 特別 の意義を有する農林漁業 を考慮しなければならない ｡
第2 条は ､ 自然保護及び ラン トシ ャ フ ト保全の原則の カ タ ロ グを規定 して い る｡ こ の カ タ ロ
グは ､ 自然保護及 びラ ン トシ ャ フ ト保全の 原則 の 主要な点はほ ぼ全て網羅 して い る｡ すなわち､
1号から3 号におい て ､ 生態系 の保全 ､ 建設未利用地の 自然保護､ お よび自然財の 節約的適正
利用 を定めた上で ､ 4号か ら10号にお い て各論的に環境の構成要素ごとにその 維持 ･ 保護 ･ 保
全に つ い て定めて い る (4号 で土壌 , 5 号で 天然資渡 ､ 6 号で水面 ･ 河川 ･ 湖沼 ､ 7号で大気
汚染 ･ 騒音､ 8号で気候 ､ 9号で植生､ 1 0号で野生生物に 関 し定めて い る)｡ そ して ､ 11号か ら
13号にお い て レ クリ エ ー シ ョ ン環境と して自然お よび歴史的文化的環境に関し規定して い る｡
なお､ 自然保護及 びラ ン トシ ャ フ ト保全の 原則 は ､ こ こ に掲 げられたカ タ ロ グに尽き るわけで
はなく ､ これ以外 の原則で も州法 に より追加す るこ とができる (2項)0
本条 6号 で は ､ 水面お よび河川 ･ 湖沼に関 して規定されて い るo これは ､ 水は ､ 自然うちの
最も貴重な財であるか らで あり ､ その汚鞄か らの保護 ､ その 自己浄化能力の維持及び回復は ､
特に 自然保護及び ラ ン トシ ャ フ ト保全の 緊急の 課題で あるた めで ある｡ とこ ろで ､ 同号の ｢可
能な限り ､ 河川等の純 工学的改修は回避 し､ 生物学的河川 工事措置に代えなければならない+
との文言は注目に催す るが､ こ の 点につ い て は ､ 河川等の 改修にお い ては生態学的及 び美的な
要請の み ならず財政的な要請が重要で あると こ ろ､ 生態学的改修は ､ これらの点か らも好ま し
く ､ したがっ て コ ス ト面が維持されなければならない ､ と説かれてI､るo
本条3項は ､ 19 98年 の改正に お い て ､ それまで本法1条3項の規定 (｢秩序ある農林業は ､ 文
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化 ラ ン トシ ャ フ ト及 び保養 テ ン トシ ャ フ トの保存上 ､ 中心 的意義を有 して い る｡ 秩序あ る農林
業は ､ 一 般 に ､ こ の 法律の 目的の 実現に貢献す るも の で ある｡+) を､ 上記 の ように表現を変 え
て本条に移動 した もの で ある｡
第8条 (自然及 び ラン トシ ャ フ トに対す る侵害)
(1) こ の法律にお い て侵害 と は ､ 自然収支 の生産能力又は ラ ン トシ ャ フ ト像に対 して ､ 著
しい 又 は永続的な悪影響を与え るお それ の ある土地の 形態又 は利用の 変更をい う｡
(2) 侵害事業者 [訳注 :侵害を引き起 こす開発事業者] は ､ 自然保護及 び ラン トシ ャ フ ト
保全 の 目的を実現す るた めに 必要で ある限りにお い て ､ 回避可能な自然及 び ラン トシ ャ
フ ト - の悪影響は 中止 し､ 回避不可能な悪影響は ､ 定められた期間内に ､ 自然保護措置
及 び ラン トシ ャ フ ト保全措置 に よ っ て ､ 代償しなければならない ｡ こ の 種の 義務づ けは ､
侵害に対 して ､ 他 の 法規に ､ 官庁 の 承認 ､ 許認可 ､ 同意､ 計画決定 ､ そ の他 の 決定又 は
官庁 へ の届 出が規定されて い る こ とを､ 前提 とす る｡ 義務づ けは ､ 決定又は届出を担当
す る官庁に よ っ て宣言される ｡ 侵害の 終了後 ､ 自然収支 - の著 しい又 は永続的な悪影響
が あとに残 らず ､ か つ ､ ラ ン トシ ャ フ ト像 が ラ ン トシ ャ フ トにふ さわ しく復元 され ､ 又
は新たに造形されて い る場合 ､ 侵害は代償された とされ る｡
(3) 悪影響を回避す る こ とが で きず ､ 又 は 必要な程度にお い て代償す る こ とができず ､ か
つ ､ 自然及 びラ ン トシ ャ フ トの 全て の 要求を比較衡量 して ､ 一自然保護及 び ラン ト シャ フ
ト保全 の要求が [訳補 : 他 の 要求より] 優先する場合 ､ 侵 害は禁止 され なければならな
い ｡
(4) 公法に より定め られて い る部門別計画 (Fa chplan) に基づ い て 自然とラ ン トシ ャ フ ト
に対す る侵害がお こ なわれ る にさい して ､ 計画主体は ､ 侵 害を代償するた めに 必要な自
然保護措置及 び ラ ン トシ ャ フ ト保全措置 を部 門別計画又 は ラ ン トシ ャ フ ト保 全上 の 付
随計画 にお い て個々 的に文章と 図面で記載しなければならない ｡ 付随計画は ､ 部門別計
画 の 一 部をなすも の とする o
(5) 協力に つ い て別段 の形式が定め られておらず ､ 又 は 自然保護とラ ン トシ ャ フ ト保全 を
所掌す る官庁 が自ら決定す るの で ない 限り ､ [第2項及び前項の] 決定と措置 は ､ 自然
保護とラ ン トシ ャ フ ト保全 を所掌す る官庁と協力 してお こ なわれる ｡ こ の こ とは ､ 地区
詳細計画 (Bebau 皿gSplan) に基づ い て なされ る決定に は適用され ない ｡
(6) 官庁が自然とラ ン トシ ャ フ トを侵害する場合で ､ 事前に 第2項 に よる官庁 の決定がお
こ なわれない 場合に は ､ 第2項か ら第5項まで の規定をこれ に準用す る｡
(7) 略(農林水産業的土地利用 と侵害)
(8) 州は､ - 定種類 の 土地の 形態 又 は利用 の変更で ､ 通常の 場合に は ､ 自然の 生産力 又は
ラン トシ ャ フ ト像に著しく 又 は永続的 に悪影響を与 える こ との な い もの を侵 害とはみ
なさない もの と定め るこ とがで きる｡ 州は ､ 同様に ､ ｢ 定種類の 変更が原則と して第1
項の 要件を充たす場合には ､ これ を侵害とみ なすもの と定め る こ とが できる｡
(9) 州は ､ 第 2項及 び第3項に対 して ､ 代償が不可能で あるにもかかわらず [訳補: 自然
保護 ･ ラン トシ ャ フ ト保全的要求 より] 優先する侵害にお ける侵害事業者の代償措置に
関す る細目規定を発布す る こ とが でき る｡
- 26 -
(10) 環境適合性審査法 [訳注 : 環境ア セ ス メ ン ト法] 第3条に基づき環境適合性審査をお
こ なわなけれ ばならない事業計画が侵害に関 して 問題 となっ て い る場合, 第2項第 1文
及び第 3項を基準 に した ､ 又 は第9項に基づく規定を基準に した判断がそ の過程 でお こ
なわれ る手続は ､ 環境適合審査法 の要求に対応 した もの で なければならない ｡
本条1項 は ､ ｢自然収支の 生産能力又 は ラン トシ ャ フ ト像に対 して ､ 著しい又 は永続的な悪影
響を与えるお それの ある土地の 形態又 は利用の 変更+ を ｢侵害+ であると して ､ 基本的に ､ 開
発地域 (例 えば自然公園内の 地域)､ 開発行為の 規模 (例 えば一 定面積以上の 開発行為)､ 開発
主体および開発内容等 を限定す る こ となく ､ 全て の 開発行為 (著しい 又 は永続的な悪影響を与
え るおそ れ の あるもの) を環境 に対する ｢侵害+ であると捉えて い ると考 えられ る｡ したが っ
て ､ 河川等 に関して も､ 河川改修 - 侵害と い う認識 から出発 して い るもの と思われ る｡
環境 に対す る ｢侵害+ は中止するか代償措置をと るこ と が義務づけられ るが ､ 当該開発行為
が ｢侵害+ に当たるか否か ､ それが ｢侵害+ に 当た ると してい かなる義務が課せ られるか を最
終的に決定するの は ､ 個別の 法令 によ り権限を付与された行政庁で ある (2項)｡ た だし､ 行政
庁が決定を下すに あた っ て は ､ 3項お よび 2 条の原則 に従わなければならない ｡ さらに環境適
合審査法に適合 しなければならない (10項)｡ その 結果 ､ 基本的に ､ ①環境に対する ｢侵害+ は
できる限り 中止 され る べ き で あり ､ ②他 の利益と比較衡量 して ､ 当該開発行為に よる環境 ｢侵
害+ が是認され る べ き場合で も､ 代償措置を講ずる必要が あり ､ ③代償措置をも講ずる こ とな
く環境 ｢侵害+ が許される の は ､ 代償措置が不可能 で あり ､ か つ ､ 当該開発行為に よ っ て得ら
れ る利益が環境に関す る利益 よりも優先される例外的場合に限定される｡
第2 0条 (生物種保護の責務)
(1) 本章(訳者注 :｢第5草 野生動植物 の保護お よび保全+) の 規定は ､ 自然的 ･ 歴史
的に増大 してきた種 の 多様性 に富む形で ､ 野生動植物種を保護及び保全す るこ とを目的
とす る (種保護)｡ 種保護は次の 内容を含む ｡
1 . 人間に よる悪影響､ 特に人間の 干渉 に よる悪影響から､ 動物 ､ 植物及びそれらか ら構
成 され る生物社会 を保護する こ と ｡
2 . 野生動植物種の ビオ ト ー プを､ 保護 ､ 保全 ､ 発展 ､ 復元させ ､ また ､ それらの そ の他
の 生存条件を確保する こ と｡
3 . 駆逐された野生種の動物及び植物を､ そ の 自然分布域の 範囲内の適切なビオ ト ー プ に
定着させ る こ と｡
(2) 略
本条は ､ 本章 (｢第5草 野生動植物の保護お よび保全+) の最初の規定にお いて ､ 生物保護
ない し生物多様性の保護の 内容 につ いて規定す る｡ こ こで注目す べ きは ､ 野生動植物種の保護
(1号)-だけで はなく ､ その 生息域全体 (生態系) の保護及び復元 (2号)､ 並びに ､ 当該地域
に い なくな っ て しま っ た野生動植物を隣接地域に呼び戻すこ と (3号) をも内容 として い る点
で ある｡ なお ､ 本条に続けて ､ 第20a条で ｢定義規定+ を設け､ 第20b条で ｢種とビオ ト ー プ保
護の た めの 一 般規定+ を設けて い るo 第20b条では ､ 州が本条 (20条)1項の 内容の 実現の た め
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に適切な措置を講ず る こ と を定めて い る｡
第2 0c条 (特定の ビ オ ト ー プ の保護)
(1) 次に掲げる ビオ ト ー プ の破壊又 はそ の他 の 著しい 若 しく は永続 的な悪影響に つ なが
るお それ の ある措置 は ､ 許可されない ｡
1 ･ 湿原､ 沼､ ヨ シ原 ､ ス ゲ及 びイ グサが豊かな湿潤草地 ､ 湧水地 ､ 小川及び河川 の 近
自然的区 間及び 工作物に よ っ て 占有されて い ない 区間､ 止水域の 陸地化進行部分
2. - 5. 略
(2) 州は ､ 第1 項の 規定に つ い て ､ ビ オ ト ー プ - の悪影響が代償 され得 る蓉合又 は公共
の福祉の 優先的理由か らそ の 措置が 必要で ある場合に ､ 例外 を許可す るこ とが できる ｡
公共 の福祉 の優先的理由か ら例外が 必要な場合にお い て は , 州は ､ 代償措置又 は代替措
置を命ず る こ とが でき る｡
(3) 州は ､ 第 1項に掲 げて ある ビオ ト ー プ に ､ 他 の ビオ ト ー プを追加 して列記す る こ と
が できる｡
本条1項 は ､ 特 に保護を必要とす る特定 の ビオ ト ー プ を列挙 して ､ そ の 開発行為に つ い て は
原則 と して許可 しない 旨を定め た o 列挙されて い る ビオ ト - プは ､ . 内陸砂丘 (2号関係)､ 沼沢
林 ･ 河畔林 (3号関係)､ 干潟 (4号関係)､ 高山地帯の 雪渓 (5 号関係) と共に ､ 上記 1号の
ような水環境で ある｡
第29条 (団体の 参加)
(1) 権利能力 の ある団体には ､ 他 の 法令に 同 じ内容 の 又 は こ れ以 上 の参加形式が定 めら
れて い ない限 りに お い て ､ か つ ､ 団体が第2項に よ り承認され ､ また ､ 団体の 規約 に定
められた活動地域にお ける事業計画 に よ っ て影響をこうむ る場合に 限り ､ 次の 各場合に
お い て ､ 意見を表明 し､ また､ 専門家に よる関連評価文書を閲覧す る機会が与えられ る｡
1 . 自然保護及 び ラ ン トシ ャ フ ト保全 を担当する官庁に よる命令及 び こ の法律に基づく他
の法規指令の準備段 階｡
2 ･ 個人に対 して拘束力 を発揮すろ限りに お ける ､ 第5 条 [訳注 : ラ ン トシ ャ フ ト構想 ､
ラン トシ ャ フ ト基本計画] 及 び第6 条 [訳注 : ラ ン トシ ャ フ ト計画] に基づく構想及び
計画 の準備段階｡
3 ･ 自然保護地域及び 国立公園を保護す るために発せ られた禁止及 び命令を解除する前の
段階｡
4 . 第8 条に いう自然及 びラ ン トシ ャ フ トに対す る侵害を伴う事業計画 に関する計画決定
手続き の段階｡
(以下 ､ 本項省略)
(2) 団体の 承認 は ､ 申請に基づ いて 与えられる ｡ 承認は ､ 団体が 次の 要件を満た して い
る場合に は ､ 与えな ければな らない ｡
1 ･ 規約 に基づ い て ､ 理念的に及び単に 一 時的で なく 主として 自然保護及 び ラン トシ ヤ フ
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ト保全 の 目的を促進 して い る o
2 . 規約に基づ いて ､ 最低 ､ - の州 の範囲を含む活動地域 を有して い るo
3 ･ 応分 の責務遂行能力が ある こ とを証明して い る｡ そ の際 ､ それま で の活動の 種類及び
範囲､ 会員の 範囲並びに団体 の業績能力が ､ 考慮 されなけれ ばならない o
4 . 公益 目的 の追求を理由に ､ 法人税法第5 条第 1項第9号に基づ き､ 法人税が免除され
て い る｡
5 . 団体の 目的を支持する人なら誰で も､ 団体 へ の 加入が 可能 とな っ て い る｡
(3) - の 州の 範囲を越 える連邦の 計画及び措置に際 して団体の 参加の 承認 に対 しては ､
連邦 の計画及び措置が関係す る複数州の 範囲を､ 団体が活動地域と して含んで い る こ と
を基準に ､ 前項 の規定が適用され る｡
(4) 団体の承認 は ､ 州法に基づく担当官庁 に よ っ て ､ 規約 に定められた活動地域 に対 し
て ､ 与えられる ; こ の承認 は ､ 担当官庁が所在する州の領域に関 して 有効 である｡ 前項
の場合の 団体の 承認は ､ 連邦環境 ･ 自然保護 ･ 原子力安全省 に よ っ て 与えられる o
(5) 団体の 承認 は ､ 承認賦与の 要件 が提 示 され ない場合 ､ 取り消され得る ; 団体の 承認
は ､ 不 足要件が除去 され ない 場合 ､ 取り消され なければなら ない ｡ 団体の承認は ､ 承認
賦与の 要件の 一 つ が ､ 事後にな っ て 欠落 した場合 ､ 取り消されなけれ ばならない o 団体
の承認 の 取り消 しに不可 争力が発生 した時点で ､ 団体の参加権も終了する｡
自然環境保護にとっ て環境保護団体等 の 市民 に より構成され る団体の役割は極めて大き い o
本条は ､ こ の ような団体に法人格が付与され る要件 (2項) と､ 法人格が付与された団体が 開
発行為 に対 して な しうる権限を定めて い る(1項)｡ 自然環境保護の 基本法で ある本法 にお いて ､
こ の ような定めを設けて い る こ とは 注目に値す る｡
Ⅳ 日独法の若干の比較検討
以上 ､ 日本 と ドイ ツ の 河川等の 水域の 生態環境の 保全に関する法制度 ･ 法規定を､ 特に河川
改修 における生態環境 - の配慮と い う視点か ら見てきた ｡ 最後に若干の 比較法的考察を行 い ､
簡単に立法論的所見を述 べ てみ た い ｡
第 一 に ､′日本の 河川法に ほぼ対応する ドイ ツ の 水管理法は ､ 今 日では ､ 法体系上 ｢水環境法+
と して位置づ けられて い るの に対 し､ 日本 の河川法は ｢河川管理法+ として の性格を有 して お
り ､ 河川の 本来的要素で ある自然生態環境は ｢河川管理+ (治水 ･ 利水 ･ 親水) の 一 要素として
考慮され るに過ぎない ｡
第二 に ､ 第 一 の 点と関連す るが ､ ドイ ツで は ､ 法律 の 規定で具体的に河川改修に あたっ て の
自然生態環境の保全ない し復元 が規定されて い る (水管理法 1 a 条 1項､ 同31条 1項 ･ 5項 ､
連邦自然保護法 2条1項 6号 ､ 20 C条1項等) が ､ わが 国で は こ の ような規定は存在しない ｡
したが っ て ､ わが国で は ､ 河川管理者をこ の ような法規範で拘束する ことはできず ､ また ､ 市
民や学識経験者の意見を後押しする こ ともできない ｡
それでは ､ 日本にお い て河川等の 水域の 自然生態環境保全 を法制度上促進す るには どの よう
な方向が考えられるか o まず ､ 河川等の 水域に 関す る法を ｢水環境紘+ と して位置づ け (こ の
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点に関 し五十嵐26貢参照)､ それ を実体化す るた めに ドイ ツ の 法制 ･ 法規定等を参考に して 具体
的な法律及 び法規定を設ける必 要が あろう (実体的側面)｡ 憲法上 ､ 環境保護を国家目的と して
明記する こ とも考えられ る し (こ の点に 関 して は ､ 岩間昭道 ｢環境保全 と 日本国憲法+ ドイ ツ
憲法判例研究会編 『人間 ･ 科学技術 ･ 環境』(信山社､ 19 99) 2 26頁)､ 例 えば個別に河川 法の
中に河川改修にあた っ て の 具体 の 自然生態環境配慮条項 を設け る こ とも考 えられる (こ の 点に
関する具体 の 立法提案と して南6 8頁 ｡ 同提案に筆者も基本的に 賛成する が ､ なお次の 点は検討
を要 しよう ｡ すなわち､ 河川法1 6条 2項 に関す る同提案にお い て は現行規定を基本的に前提と
して い るo 現行規定は ､ 河川整備基本方針 の策定に当た っ て の 考慮事項 として①水害発生 の 状
況 ､ ②水資源 の利用 の 現況 ､ ③開発 ､ ④河川環境を並存させ ､ か つ ､ ⑤国土総合開発計画 との
調整 を要素と して い るが ､ こ の点 に つ い て の 手直しも必要と なろう｡ ドイ ツ の ような順位付け
が 必要 で あろう)｡ さらに ､ 法規 定を設 けるにあた っ て は ､ 実体的側面だ けで はなくて ､ それを
実質的に担保する手続 ･ 運用面で の制度 の創設も必 要となろう (こ の 点に 関 しては五十嵐2 6貢
以下 ､ 五十嵐 ･ 小川137貫以下参照｡ なお ､ 五 十嵐は ､ 最初に変 わる べ き は立法でも司法で もな
く ､ 市民で あるとい う (座談会 ｢日本 の環境は どうな っ て い る か+ 世界1 998年8月号16 2頁))0
- 30-
